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身寄りがない方の各市町村相談窓口
高齢者の場合　　　　　　　　　障がい者の場合　　　 　生活保護受給者の場合

本部町

名護市
名護市役所 福祉部介護長寿課 
包括支援係
（代表）53-1212/FAX 53-1280 （内線105） 

屋部地区地域型
包括支援センターりゅうしん 
TEL 43-9595/FAX 43-1108 

久志・三共地区地域型
包括支援センター二見の里 
TEL 55-8701/FAX 55-8702 

名護第1地区地域型
包括支援センターかりゆしぬ村 
TEL 53-1102/FAX 53-7000 

名護第2地区地域型
包括支援センター名護厚生園 
TEL 43-5316/FAX 43-5317 

羽地・屋我地地区地域型
包括支援センター瑞穂の郷 
TEL 43-6200/FAX 58-1709

名護市基幹相談支援センター 
（社会福祉課内）
（代表）53-1212/FAX 53-1280 
（内線111.101）

名護市役所 福祉部 
生活支援課
（代表）53-1212/FAX 54-6322 
（内線103.199)

本部町役場 福祉課
TEL 47-2165/FAX 47-2185

北部福祉事務所 生活保護班
（代表）52-2549/FAX 52-7544

福祉・こども課福祉・
児童家庭係
TEL 56-2198/FAX 56-4270

北部福祉事務所 生活保護班
（代表）52-2549/FAX 52-7544

大宜味村 住民福祉課
TEL 44-3003/FAX 43-0165

北部福祉事務所 生活保護班
（代表）52-2549/FAX 52-7544

国頭村 福祉課
TEL 41-2765/FAX 41-2914

北部福祉事務所 生活保護班
（代表）52-2549/FAX 52-7544

東村 福祉保健課
TEL 43-2202/FAX 43-3050

北部福祉事務所 生活保護班
（代表）52-2549/FAX 52-7544

本部町地域包括支援センター 
TEL 43-0565/FAX 47-2185

今帰仁村
今帰仁村地域包括支援センター 
今帰仁村役場福祉保健課介護保険係 
健康づくり推進課高齢者・介護福祉係
TEL 51-5744/FAX 56-4270

大宜味村
大宜味村地域包括支援センター 
大宜味村 住民福祉課
TEL 44-3011/FAX 44-3623

国頭村
国頭村地域包括支援センター 
国頭村 福祉課
TEL 41-5711/FAX 41-2914

東村
東村地域包括支援センター 
東村 福祉保健課
TEL 43-2212/FAX 43-3050

※相談窓口はすべての問題解決をするところではございません。 
　困難なケース等は、 関係機関による相互協力をお願いいたします。



本人の意思確認ができるか
※特定の家族等、 自らの
　意思を推定する者を前
　もって定めておくことも
　重要。
命しるべ等ACP確認でき
るものの有無

家族等が、 本
人の意思を推
定できるか。

本人による意思決定を基本とし、多職種から構成
される医療・ケアチームとして方針の決定を行う。

緊急連絡先を親族、知人、友人、支援者に依頼する場合は、
どのような約割を担ってほしいのか整理したうえで依頼しましょう。

※本人の意思は心身の状態に応じて変化しうるものである
　ことから、 繰り返し話し合いをすることが大切。
※話し合った内容は、 その都度、 記録に残しておく。

本人にとって何が最善であるかについて、本人に代
わる者として家族等と十分に話し合い、本人にとっ
て最善の方針をとることを基本とする。
※時間の経過、 心身の状態の変化、 医学的評価等に応じ 
　て、このプロセスを繰り返し行う。
※話し合った内容は、 その都度、 記録に残しておく。

医療・ケアチームは、一般的には担当医師とソー
シャルワーカーなどの社会的な側面に配慮する
人、ケアに関わる介護福祉士、ホームヘルパー、介
護支援専門員なども参加することが望まれる。
※後見人等がいる場合、後見人等は医療行為
　に関する同意権は有していないが、患者に
　係わる者としてチームに加わる。

本人にとって最善の方法を
とることを基本とする。

推定意思を尊重し、本人にとっての最善の方法を
とることを基本とする。
※話し合った内容は、 その都度、 記録に残しておく。

※話し合った内容は、その都度、 
記録に残しておく。

● 本人と医療・ケアチームの話し合いの中で、適切な医療・ケアの内容についての合意が得られな
い場合。

● 本人の心身の状態等により医療・ケアの内容の決定が困難な場合。
● 家族等の中で意見がまとまらない場合や、医療・ケアチームとの話し合いの中で、適切な医療・ケ
アの内容についての合意が得られない場合。

※上記の場合は「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」（平成
30年3月改定　厚生労働省）の考え方を踏まえ、複数の専門家からなる話し合いの場を別途設置
し、医療・ケアチーム以外の者を加えて、方針などについての検討及び助言を行うことが必要である。

● 本人と医療・ケアチームの話し合いの中で、適切な医療・ケアの内容についての合意が得られな
い場合。

● 本人の心身の状態等により医療・ケアの内容の決定が困難な場合。
● 家族等の中で意見がまとまらない場合や、医療・ケアチームとの話し合いの中で、適切な医療・ケ
アの内容についての合意が得られない場合。

※上記の場合は「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」（平成
30年3月改定　厚生労働省）の考え方を踏まえ、複数の専門家からなる話し合いの場を別途設置
し、医療・ケアチーム以外の者を加えて、方針などについての検討及び助言を行うことが必要である。
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緊急時の連絡先
がないことを記
録する。

本人の状況や状態によって、 それぞれの窓口へ相談する。
● 高齢者：市町村または地域包括支援センターへ相談
● 障がい者：市町村または基幹相談支援センター等へ相談
● 生活保護受給者：生活保護の実施機関（福祉事務所）へ相談
● 上記以外で経済的に困窮するおそれのある人：生活困窮者に対する
相談窓口へ相談

親族の有無、友
人知人等の関わ
る意思の有無

□ 入院前に関わりのあった支援者の有無

新たに本人をサポートする
チーム作りが必要となる。

●高齢者の場合は地域包
　括支援センター
●障害者の場合は障害福
　祉窓口
●経済的に困窮するおそ
　れがある場合は生活困
　窮者に対する相談窓口
　に相談する。

※成年後見制度を利用して
　いる場合

▪本人に意向を確認し、 成年後見
人等に相談する。

▪転院、 退院の医療・介護・福祉
サービスの契約は成年後見人
等の業務となる。

▪転院 ・ 退院の付き添いのような
事実行為は成年後見人等の業
務として行うものではないが、 
必要に応じてこれらを行うサー
ビスを手配することは業務に含
まれる。また、 入院費の支払い
や、 新しい介護・福祉サービス
契約に付随する事実行為を行っ
ている場合もある。依頼したい
具体的内容を伝え、 成年後見人
等に相談する。

家族等がいない、
または家族等が
医療・ケアチーム
に委ねる場合

医療行為に関する事の注意点
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親族の協力が得
られない内容を
詳細に記録する

連絡先として求
める役割を明確
にし、緊急の連
絡先として登録
してもらう。

親族の有無、
友人知人等の有無

入院前まで関わりのあっ
た専門職等の関係者と、 
本人の意思や意向を確認
しながら退院先の選択や
手続きの分担する。

成年後見制度の利用準備を
含めた退院支援によってス
ムーズに進むケースもあるの
で、 本人をサポートするチー
ム作りをしていく過程で、 成
年後見制度の相談窓口への
相談も必要。

対象者

身寄りがない方・意思決定が困難な方の入退院や医療行為に関するフローチャート身寄りがない方・意思決定が困難な方の入退院や医療行為に関するフローチャート

医療行為に関すること 退院支援について緊急連絡先について

①身寄りがない方　
②家族や親類へ連絡がつかない状況にある方
③家族の支援が得られない方

①身寄りがない方　
②家族や親類へ連絡がつかない状況にある方
③家族の支援が得られない方

◎考え方の基本
●「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」 2018（平成30）年3月改訂 厚生労働省
●「身寄りがいない人の入院及び医療に係る意思決定支援が困難な人への支援に関するガイドライン」
　  2019（令和元）年5月 厚労省2018年度厚生労働省行政推進調査事業補助地域医療基盤開発推進研究事業
●「意思決定支援を踏まえた後見事務のガイドライン」 2020（令和2）年10月意思決定支援ワーキンググループ


